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東京地裁判決平成12年11月24日
【事実の概要】

Xの母Aは，Y大学付属病院に入院し呼吸不全により死亡した
が，B（Xの父でAの夫，その後死亡）及びXは，主治医Cから，
死体解剖保存法に基づくAの遺体の解剖と内臓及び脳の保存
について承諾を求められ，それに応じた。解剖は昭和63年6月
21日に行われ，Yは，その内臓等から作成されたパラフィンブ
ロック及びプレパラートを保存している。

Xの主張によると，Xらは解剖の範囲を内臓・脳に限定して承諾
したが，剖検の際，椎体骨2本が採取されたほか，保存臓器の
一覧明細及び病理説明文の交付を承諾の条件としたが，これ
が交付されなかった。こうした中で，Xは，肉眼標本及び顕微鏡
標本のすべてを含むAの遺体の全部の返還を受けて手厚く祭
り，Aが永遠の眠りにつくことを望んで本件訴えを提起した。
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東京地裁判決平成12年11月24日
【判旨】

《証拠略》によれば，本件承諾は，保存法に基づく解剖を行うため

の要件である遺族の承諾（保存法7条）としての性質とともに，原

告らが，被告病院の長に対し，解剖後のAの脳及び内臓につい

て，公衆衛生の向上を図り医学の教育又は研究に資するという

保存法の目的（保存法1条）に従った保存の権限を与える承諾

（保存法17条）としての性質をも有するものと認められる。もっと

も，右承諾は，死体の全部又は一部の保存との関係では，被告

病院の機関である長による保存を保存法や他の公法的規制と

の関係で正当化するものにすぎず，死体の所有者との関係では，

法人格を有する被告と承諾者との間の寄付（贈与），使用貸借

等の私法上の契約に基づいてされるものと解すべきである。
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【判旨】

ところで，遺体の解剖を承諾する際，遺族は，頭の解剖はしないなど解

剖の範囲を限定することがしばしばあり，そうした場合には，遺族の

希望に沿うかたちで剖検が行われているところ，本件においては，原
告らは，主治医らに対し，Aの指一本と背骨の採取については明確に
拒否の意思を伝えたにもかかわらず，剖検の際には，胸骨，椎体骨

が採取されている（前記争いのない事実等）。

そして，《証拠略》によれば，剖検を担当した斎藤教授らは，解剖に関す

る遺族の承諾書を確認し，主治医の田部井医師から指の検索につい

ては原告らの承諾を得られなかった旨の連絡を受けた後に剖検を開

始していることが認められる。

そうすると，剖検の際にAの椎体骨が採取されたのは，原告らが背骨の
採取を拒んだことが主治医らから斎藤教授らに伝えられなかったため

に斎藤教授らが椎体骨の採取についても当然原告らに拒絶の意思

がないものと誤信したか，あるいは，伝えられたが斎藤教授らがそれ
を無視あるいは失念する等したことによるものと推認できる。



www2.kobe-u.ac.jp/~emaruyam/

東京地裁判決平成12年11月24日
【判旨】

（一）ところで，遺体の解剖・保存に対する遺族の承諾は，公衆衛

生の向上，医学教育・研究という解剖・保存の目的の公共性，重

要性に鑑み，これを遺体に対する自らの尊崇の念に優先させて，

経済的な対価や見返りなくされるものであるから，右承諾の基礎

には，解剖・保存を実施する側と遺族との間に，互いの目的と感

情を尊重し合うという高度の信頼関係が存在することが不可欠

である。

（二）しかし，本件においては，右２で認定したとおり，原告らの意思

に反して椎体骨が採取されたという事実があり，しかも，右事実

は，被告側の責めに帰すべき事情に起因するものであることは

明らかである。
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東京地裁判決平成12年11月24日
【判旨】

そうすると，本件においては，本件標本の保存の前提である剖検

に際して，遺体の解剖・保存に対する遺族の承諾に不可欠な，

原告らと被告の間の高度の信頼関係を失わせる事情が存在し

たことになる（骨髄が重要な臓器であり，剖検の際椎体骨を採取

することが通常行われているとしても，事前に原告らが明確に背

骨の採取を拒否する旨伝えている本件においては，通常右のよ

うな取扱いがされていることをもって，原告と被告の間の信頼関

係が失われていないとすることはできない。）。
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東京地裁判決平成12年11月24日
【判旨】

したがって，本件においては，本件承諾の基礎にある高度の信頼

関係が剖検時における被告側の事情により破壊されたものと認

められるから，原告は，本件承諾と同時にされた寄付（贈与）又

は使用貸借契約を将来に向かって取り消すことができるという

べきである。

｛中略］

よって，原告の請求は，所有権に基づき別紙目録二（一）ないし（二

二）記載の各パラフィンブロック及び各プレパラート並びに同目

録二（二三）記載の下垂体のパラフィンブロック一個の引渡しを

求める限度で理由があるから，右の限度でこれを認容 ［する］。
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東京地裁判決平成12年11月24日
【ポイント】

◆死体保存の承諾は，死体解剖をした者や大学・病院等と死体の

所有者との関係では，寄付（贈与），使用貸借等の私法上の契

約に基づいてなされたものである。

［贈与であれば，所有権は大学等に移っているが，使用貸借であ

れば移っていない。］

◆死体の解剖・保存に対する遺族の承諾の基礎には，解剖・保存

を実施する側と遺族との間に，高度の信頼関係があることが不

可欠であり，それが前者により破壊された場合，後者は，贈与又

は使用貸借契約を将来に向かって取り消すことができる。

［契約の締結過程における重大な瑕疵を理由とする取消であれば，

契約は，当初から，効力を失うことになる］
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東京地裁判決平成14年8月30日
【事実の概要】
Yは，平成12年判決にしたがって，平成13年2月5日，パラフィ
ンブロック及びプレパラートをXに返還した。

Xは，その後，①Yは，Aの剖検に際し，Xらの承諾を得ること
なく，椎体骨と胸骨を無断で採取した，②Yは，Xに対し，A
の臓器についての明細書を交付しなかった，③Yは，Xが平
成 2 年以降標本のすべての返還を求めたのに対して，直ち
に返還しなかった，④Yは，プレパラート 1 枚を破損し，また，
胸骨をXの承諾を得ることなく廃棄し，Xへの返還を不能に
したとして，Y，（事件当時の）Y大学病理学教室教授，Y病
院病院長を相手どって，慰謝料等の損害賠償を請求する訴
えを提起した。 以下では，①③についての判旨を検討する。
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【①についての判旨】
［裁判所は，XはAの病気の原発巣である指の採取は拒否したが，
それ以外の骨の採取については明確に拒否していなかったと認
定したうえで，Xらの個別の承諾が求められることなく，骨及び骨
髄が採取されたことについて，次のように判示した。］
病理解剖においては，医師の間では，骨髄は血液を作る重要な臓
器として，内臓に含まれると理解されており，被告大学のみなら
ず，一般的に，剖検に際し，骨や骨髄の採取の承諾を特別に求
めていなかったこと，［Aの主治医］において，本件剖検が行われ
た昭和63年当時はもとより，本訴係属中の平成14年に至るまで，
骨は取らないでほしいと言われたことはないことが認められ，こ
れらの実情に併せて，病理解剖という言葉の意味からして，一般
人においても死体から内臓等を採取して病理組織学的観察を行
い，死因等について考察を行うということはある程度理解が可能
であること，・・・
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【①についての判旨】

・・・遺族に対し，着衣しても隠れない部分及び脳についてのみ，特

別に解剖の承諾を求めるという対応は，我が国における死者の

葬式や埋葬の方法を考えた場合，一応の合理性が認められるこ
と，さらには，昭和63年当時，死者の病理解剖についての遺族に
対するインフォームドコンセント自体，観念されていなかったと考

えられることなどの事情を総合考慮すると，被告病院担当医師に

おいて，本件剖検に際し，骨及び骨髄を採取するについて，原告

らの個別の承諾を求めずに，内臓に対する承諾のみをもって，

当然に内臓に含まれるものと理解されていた骨及び骨髄を採取
した行為を，違法であるということはできない。 ・・・

よって，被告病院において，Aの骨及び骨髄を採取したことは違法
ではないから，これが債務不履行又は不法行為に該当するとし
て損害賠償を求める原告の主張は理由がない・・・。
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【③についての判旨】

ア 死体解剖保存法17条は，死体解剖を行う者が「医学
に関する大学又は医療法の規定による地域支援病院若
しくは特定機能病院の長」である場合には，「遺族の
承諾を得て，死体の全部又は一部を標本として保存す
ることができる」とのみ規定し，同法18条は，保健所
長の許可を受けて「死体の解剖をすることができる
者」の場合には，「解剖をした後その死体の一部を標
本として保存することができる。但し，その遺族から
引渡の要求があったときは，この限りでない。」と規
定し，同法19条は，「前 2 条の規定により保存する場
合を除き，死体の全部又は一部を保存しようとする者
は，遺族の承諾を得，かつ，保存しようとする地の都
道府県知事の許可を受けなければならない」と規定し
ている。
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【③についての判旨】

イ 本件においては，・・・被告大学は，医学に
関する大学であり，被告病院は，その附属病院
なのであるから，死体解剖保存法17条が適用さ
れるものである。
そして，同法17条には，同法18条のように，遺
族から引渡しの要求があった場合に死体を標本
として保存することができないとの規定がない
から，死体解剖保存法上，遺族から引渡しの要
求があったとしても，これを返還する義務はな
いと解される。
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【③についての判旨】

かかる公法である死体解剖保存法17条の解釈を前提にし
て，遺族と大学との間の私法上の関係を考えると，遺
族において，剖検及び死体の保存について承諾するこ
とは，解剖に付され採取された死体の臓器等の所有権
について，遺族は大学に対して譲渡するという贈与契
約を締結したものと解するのが相当である（なお，死
体解剖保存法上，遺族の承諾については，同法 7 条に
定める解剖についての承諾と同法17条に定める保存に
ついての承諾の二つが存在するが，《証拠略》によれ
ば，主治医は，Xらから亡Aに対する剖検の承諾を得た
後，遺体から採取した臓器等の保存及び標本作製の承
諾を得たことが認められる。）。

［以下，病理解剖指針についての判示は省略した］
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【③についての判旨】

被告大学と原告との間の契約は，贈与契約と解されるが，当
裁判所の判断としては，・・・［主治医］及び［解剖医］におい
て，原告の骨の損壊及び採取についての明確な拒否にも
かかわらず，違法に骨及び骨髄を採取したとは認めること
ができず，原告と被告大学との間の贈与契約を取り消すこ
とができるほどの信頼関係が破壊された事情は認められな
いから，パラフィンブロックやプレパラートを返還しなかった
ことをもって，債務不履行であり，同不履行に基づき損害賠
償請求権が発生すると解することもできない。 ・・・

よって，パラフィンブロックやプレパラートについて，原告から
返還請求を受けても，別訴の確定までこれを返還しなかっ
た被告大学の対応を違法ということはできない・・・。
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東京地裁判決平成14年8月30日
【ポイント】

◆本事案における死体標本に適用されるべき死体解剖保存
法の規定は17条か？ 同法は，死体の保存主体によって，
異なる要件を定めているのか？

【判旨】

◆17条――「死体解剖を行う者が『医学に関する大学又は
医療法の規定による地域支援病院若しくは特定機能病院
の長』である場合」――18条のような規定がないから，
遺族から引渡しの要求があったとしても，これを返還す
る義務はない。

◆18条――「保健所長の許可を受けて『死体の解剖をする
ことができる者』の場合」――遺族からの引渡し要求が
あれば，返還する必要がある。
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東京地裁判決平成14年8月30日
【ポイントについての私見】

◆本事案における死体標本に適用されるべき死体解剖保存
法の規定は17条か？ 同法は，死体の保存主体によって，
異なる要件を定めているのか？

◆17条――保存について遺族の承諾がある場合。［遺族の
承諾が必要］

18条――死体解剖が先行する場合。［遺族の承諾は必要
ないが，引渡し要求があれば，返還しないといけない］

19条――死体の保存に関する一般規定。［承諾と知事の
許可が必要］

◆本事案の場合，17条が適用されるべきである。しかし，
それは，被告が大学であるからではなく，保存について
遺族の承諾があったからである。
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